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2022年  3月  1日から2023年  2月 28日 まで

特定非営利活動法人 21環 境研究協会

1 事業の成果
別紙参照

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業
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令和4年度 事業成果報告 =鷹摯綱引義素等,

1.事業の成果

(1)環境 (地球的、国内的)問題の普及・教育事業

毎月 1回 「21環境レポー ト」nl10～ N9121を配信した。

(2)研究・教育事業

ア.「環境問題」の研究事業

イ.部外講師招聘による研究事業 (2回/年 )

社会の大変化 (人 口構造、価値観、科学技術、等)が 「まちづくり」に及ぼす影響等を主要議題として、講演会の開催を予定
していたが、新型コロナウィルス蔓延の影響で開催に至らなかった。

(3)会員の拡充事業

新規入会は無かった。

2.事業実施の成果

3.総務関係事業

(1)通常総会 :緊急事態宣言下であったため総会開催を見送り、Eメ ールにて令和 3年度事業報告ならびに令和 4年度事業計画を

配布した。

し

科  目 時期 場所 従事者 受益者 事業費 事業成果

環境レホ
°―卜の発行事業

(環境レホ
°―卜、勉強会案内)

毎 月 メール 1名
28名

会員

計画通り環境レホ
°―卜を配信するとともに

各種団体実施の勉強会を案内した。

① 環境問題の絞り込み

事
業
目
標
策
定
に
向
け
て
の
研
究

② 新事業推進体制の意見交換
4月 25日 (月 )

従業員数 :3名
13,962円

新事業の探索に向け、現状況の情報公交

換とともに今後の対応について協議し

た。

① 会員の拡充 会員数の増員は無かった。

② 人脈の充実 コロナの影響で実施できず。

コロナの影響で実施できず。

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
活
動
の
充
実 ③ 積極的事務局活動の推進

コロナの影響で実施できず。

Eメールにて令和 2年度の事業報告なら

びに令和 3年度の事業計画を配信し、会

員各位の承認を得た。

6月 に東京都に届け出を済ました。

① 通常総会および懇親会

② 理事会の開催 5/26(木)従 業者 9名 25, 1986円
#1理事会を開催し、令和 4年度の活動

方針について意見交換した。

総
務
関
係
事
業

③ 新型コロナヘの対応
会員各位に向け徳永会長からコ

ロナ禍での活動方針についてレ

ターを送信。

緊急事態宣言の期間が長く、計画通りの

活動が出来なかった。

活 動 経 費 合 計 39, 948円



3.収支計算書 (令和4年3月 1日 ～令和5年2月 28日 まで)

科 目
特定非営利活動に
係 る 事 業

その他の事業 合  計
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1 経 軍 収 盃

受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費
受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益
受取助成金等
受取補助金
事業収益
(1)環境問題解決に関する資料の収集及び調査研究事業収益

(2)環境問題解決に関する知識の普及啓発活動及び教育活動事業収益

(3)環境問題に関する専門的に高度な技術支援及び指導事業収益

(4)事業に関連する機械器具・書籍等の販売及び貸付事業収益

5 その他収益
受取利息
雑収入

経常収益計
経常費用
1 事業費

(1)人件費
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
運賃
通信費
消耗品費
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2.貸借対照表 (令和5年 2月 28日 現在)

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

1,339,501

0

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

1,339,501

1,371,738

△ 40,211

1,331,527

1,331.527
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(期 間 令和4年 3月 1日 ～令和5年2月 28日 )

1.財産 目録 (令和 5年 2月 28日 現在 ) (単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

三井住友銀行普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

0

1,331,527

0

1,331,527

0

1,331,527

0

0

0

0

0

0

0

0

正 味 財 産 1,331,527



書式第 1号 (法第 10条 。第 23条関係)

役員名簿及び役員のうち報酬を受ける者の名簿
2022年  3月  1日現在

特定非営利活動法人 21環境研究協会

役 名
(フ リガナ)

氏   名
報酬の有無 役職名等

理事 徳永 道弘 有①
ノゝ F
=]X

９

“

理事 坂本 道昭 有 ∩
ヽ_ノ

副会長

（
６

理事 関根 真明 有 r′蕊
V

副会長

4 理事 品川 功 有 (m
V

副会長

ｒ
Э

理事 奥村 寛 有①

6 理事 根本 伸一 有①

7 理事 松本 英行 有①

8 監事 石井 広之 有①

9 以下余白 有・無

10
有 0無
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書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿
2021年 2月 29日 現在

宣菫墨菫」五里LttL△_2■菫塾墨憂堕宣墨全

氏  名 会 社 名 役 職 名

1 島本 靖之 日本電技 (株 ) ビルシステム

推進室長

2 川上 文義 α床)カワカミハ
°
ワーシステム 代表取締役

3 佐々木 勝年 NPO環境持続建築 理事長

4 伊澤 裕樹

5 小仲 智彦 フシ・タカコーホ
°
レーション 特販事業部長

6 若山 拓平 学校法人 正和学園 新規事業室長

7 斎藤 政美 セコム(株 )

築地支社

選任課長代理

8 高林  晃 三協立山 (株 )

営業開発部

部長

9 柳川 智明 柳川建設 (株 ) 代表取締役

10 大野 正行 オーナンパ(株 )

開発統括部

主幹



晏継嘉議麟キ

令和5年3月 18日

特定非営利活動法人二十一環境研究協会

会 長 徳永 道弘 殿

特定非営利活動法人二十一環境研究 ′ヽ

監 事  石井 広之

私は、特定非営利活動法人二十一環境研究協会定款第15条4項第1号および第

2号の規定に基づき、業務執行の状況および財産の状況について監査を行つたので、

次のとおり報告する。

1.監査実施日  令和5年3月 18日

2.監査対象期間 令和4年 3月 1日 ～ 令和5年 2月 28日

3.監査方法の概要

(1)業務執行の状況については、関係書類を閲覧するなどの方法により、その妥当

性について監査した。

(2)財産の状況については、帳簿および関係書類を閲覧するとともに互いに突き合

わせを行い、計算書類の正確性について監査した。

4.監査意見

業務執行については正しく処理されており、収支状況および財産管理状況は正

しく表示されている。

以上
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